【様式１】
「令和４年度　県内宿泊等促進キャンペーン」（OTA販売用）業務委託　
公募型プロポーザル参加申込書
　　　　年　　　月　　　日　
奈良県知事　殿
所在地　　　　　　  　　　　　　　　　　

商号又は名称　　　  　　　　　　　　　　

代表者職氏名　　　 　　　　　　　　eq \o\ac(○,印)　

　「令和４年度　県内宿泊等促進キャンペーン」（OTA販売用）業務委託に関する公告、仕様書及び募集要項の内容を了解し、標記に係る公募型プロポーザル方式受託者募集に参加したいので、関係書類を添えて申し込みます。
　連絡先

	住　　所
	

	電話番号
	

	FAX番号
	

	電子メール
	

	担当者
	所　属
	

	
	氏　名
	

	
	
	

	応募資格
	標記に係る応募資格を満たすことを誓約します。


※　令和４年４月１５日(金)　午後４時締切
持参またはFAXにてご提出ください。ＦＡＸの場合は本様式を送信後、必ず電話にて連絡をお願いします。

《送付先》

奈良県観光局ならの観光力向上課　観光戦略・宿泊力向上係
ＴＥＬ：０７４２－２７－８４３５　　ＦＡＸ：０７４２－２７－１０６５　　

【様式２】
事業者概要書

	名称および商号
	

	所在地
	本社等
	

	
	本業務を受託する

支社等
	

	創設年・開設年
	

	資本金
	

	売上
	事業全体：　　　　　　　　　　　　　　百万円（　　　　年度）

	常勤従業員数
	事務系：　　　　　　　名

技術系：　　　　　　　名

その他：　　　　　　　名　　　　　　　　合計：　　　　　　名　　

	本委託業務に従事する労働者数
	

	事業内容
	

	その他特記事項


	全国における提携施設数　　　　　　施設
（うち奈良県内における提携施設数　　　　　　　施設）
全国における提携施設への送客実績　2021年1月～12月　　　　　人泊
（うち奈良県内における提携施設への送客実績　2021年1月～12月　　　　　　　　　　　　人泊）


※業務案内（リーフレット等）を添付すること。

【様式３】
同種業務の実施実績
	 受託業務名 
	
	 委託者名
	

	  受託期間  
	
	 受託金額
	

	  概　　要  


	

	
	


	 受託業務名
	
	 委託者名
	

	  受託期間
	
	 受託金額
	

	  概　　要


	

	
	


	 受託業務名 
	
	 委託者名
	

	  受託期間  
	
	 受託金額
	

	  概　　要  


	

	
	


※公告日から過去５年以内の実績について記入すること。
※該当業務の契約書（表紙）の写しなど、契約締結が分かる書類を添付すること。

【様式４】
「令和４年度　県内宿泊等促進キャンペーン」（OTA販売用）業務委託　
公募型プロポーザル　企画提案書
　　　　年　　　月　　　日　
奈良県知事　殿
所在地　　　　　　  　　　　　　　　　　

商号又は名称　　　  　　　　　　　　　　

代表者職氏名　　　 　　　　　　　　eq \o\ac(○,印)　

「令和４年度　県内宿泊等促進キャンペーン」（OTA販売用）業務委託公募型プロポーザル募集要項に基づき、企画提案書及び附属書類を提出します。

　（担当者連絡先）

　　　所属　　　　　：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　役職名　　　　：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　氏名　　　　　：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　電話番号　　　：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　ＦＡＸ番号　  ：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　メールアドレス：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

【様式５】
委託業務実施体制
　　　
	  　　　総括責任者
	　　　　担当する業務
	　　　　　業務実績

	所属・役職


	
	

	　氏　名

	
	

	　年　齢                 歳
	
	

	　実務経験年数           年
	
	


	保有する資格


	
	

	
	
	


	  　　　担　当　者
	　　　　担当する業務
	　　　　　業務実績

	所属・役職


	
	

	　氏　名
	
	

	　年　齢                 歳
	
	

	実務経験年数           年
	
	

	保有する資格


	
	

	所属・役職


	
	

	　氏　名
	
	

	　年　齢                 歳
	
	

	実務経験年数           年
	
	

	保有する資格


	
	

	
	
	


	  　　　担　当　者
	　　　　担当する業務
	　　　　　業務実績

	所属・役職


	
	

	　氏　名
	
	

	　年　齢                 歳
	
	

	実務経験年数           年
	
	

	保有する資格


	
	

	所属・役職


	
	

	　氏　名
	
	

	　年　齢                 歳
	
	

	実務経験年数           年
	
	

	保有する資格


	
	

	
	
	

	所属・役職


	
	

	　氏　名
	
	

	　年　齢                 歳
	
	

	実務経験年数           年
	
	

	保有する資格


	
	

	所属・役職


	
	

	　氏　名
	
	

	　年　齢                 歳
	
	

	実務経験年数           年
	
	

	保有する資格


	
	

	
	
	


【様式６】共同企業体による参加の場合
令和　　年　　月　　日
　奈　良　県　知　事　殿
共　同　企　業　体　委　任　状
　　                       共同企業体の名称
                  　　        代表企業　　住　　　所
                                          名　　　称
                      　　                代表者氏名                 　　     
                          　　構成企業　　住　　　所
                                          名　　　称
                      　　                代表者氏名                 　　     
                          　　構成企業　　住　　　所
                                          名　　　称
                      　　                代表者氏名                 　　     
                          　　構成企業　　住　　　所
                                          名　　　称
                      　　                代表者氏名                    　　  
　私は、下記の共同企業体の代表企業を代理人と定め、当グループが存続する間、次の権限を委任します。
　　受任者
　　　　　　　　　　　　　住　　　所
  　共同企業体の代表企業  名　　　称
   　                 　　代表者氏名
   権限を委任する事項
   １　「令和４年度　県内宿泊等促進キャンペーン」（OTA販売用）の公募に係る申請関係書類の作成及び提出
   ２  「令和４年度　県内宿泊等促進キャンペーン」（OTA販売用）に関する委託契約の締結
受任者印
	


【様式７】共同企業体による参加の場合
共同企業体一覧表

	代表企業等
	名　称（氏名）：

所在地（住所）：

	
	担当者：　氏　名

　　　　　所　属

　　　　　TEL　　　　　　　　　　　　FAX

　　　　　E-mail

	
	業務における役割：



	構成企業等
	名　称（氏名）：

所在地（住所）：

	
	担当者：　氏　名

　　　　　所　属

　　　　　TEL　　　　　　　　　　　　FAX

　　　　　E-mail

	
	業務における役割：



	構成企業等
	名　称（氏名）：

所在地（住所）：

	
	担当者：　氏　名

　　　　　所　属

　　　　　TEL　　　　　　　　　　　　FAX

　　　　　E-mail

	
	業務における役割：




※適宜、様式を追加して使用してください。

【様式８】

○○共同企業体協定書（例）

（目的）

第１条　当共同企業体は、令和４年度　県内宿泊等促進キャンペーンの公募に関する業務について、協力して実施していくことを目的とする。

（名称）

第2条 当共同企業体は、○○共同企業体（以下「企業体」という。）と称する。

（代表企業の住所及び名称）

第3条 企業体の代表企業は以下のとおりとする。

　所在地：

　名　称：

　代表者：

（構成企業の住所及び名称）

第４条　企業体の構成企業は以下のとおりとする。

　所在地：

　名　称：

　代表者：

　所在地：

　名　称：

　代表者：

　所在地：

　名　称：

　代表者：

（代表者の権限）

第５条　企業体の代表企業は、公募に関して奈良県と協議する権限及び企業体に属する財産の管理に関する権限を有するものとする。

（運営委員会）

第６条　企業体は、代表企業及び構成企業の全員をもって運営委員会を設け、公募の内容等について協議のうえ決定するものとする。

（代表企業及び構成企業の責任）

第７条　構成企業は、公募に関して、連帯して責任を負うものとする。なお、この場合、構成企業の間で役割を定めた場合であっても、その役割以外の部分についても連帯して責任を負うものとする。

（権利義務の譲渡制限）

第８条　本協定書に基づく権利義務は、第三者に譲渡することができない。

（構成企業の脱退に関する措置）

第９条　構成企業は、企業体の構成員全員の意思に基づき、企業体の設立の趣旨を逸脱しない範囲で新たな組織（企業体、株式会社等）に移行する（以下「新組織への移行」という。）までは企業体から脱退することはできない。ただし、奈良県が妥当であると認め、承認した場合にはこの限りでない。

２　前項の規定により脱退した構成企業がある場合は、代表企業及び残存構成企業が責任をもってその義務等を完了するものとする。

（構成企業の除名）

第１０条　企業体は、構成企業のうちいずれかが、新組織への移行までに重要な義務の不履行等生じた場合は、他の構成企業及び奈良県の承認により当該構成企業を除名することができる。

２　前項の場合において、除名した構成企業に対しては、その旨通知しなければならない。

３　第１項の規定により構成企業が除名された場合においては、前条第２項を準用する。

（構成企業の破産又は解散に関する措置）

第１１条　構成企業のいずれかが新組織への移行までに破産又は解散した場合は、第９条第２項を準用する。

（代表企業の変更）

第１２条　代表企業が脱退若しくはその責務を果たせなくなった場合には、従前の代表企業に代えて、構成企業全員及び奈良県の承認により残存構成企業のいずれかを代表企業としなければならない。

（解散時期）

第１３条　企業体は、新組織への移行が完了するまで解散することができない。ただし、他の事業者等が「令和４年度　県内宿泊等促進キャンペーン」（ＯＴＡ販売用）に関する委託契約を締結した時点で解散できるものとする。

２　企業体の構成員全員の意思に基づき、新組織への移行がなされた場合は、奈良県の承認により、企業体を解散することができる。

（協定書に定めのない事項等）

第１４条　この協定書に定めのない事項については、運営委員会において定めるものとする。

　　○○○ほか○社（者）は、上記のとおり○○共同企業体協定を締結したので、その証としてこの協定書○通を作成し、各通に代表企業及び構成企業が記名押印し、各自所有するとともに、奈良県へ１通提出するものとする。

　　　令和　　年　　月　　日

　　　　○○共同企業体

　　　　（代表企業）

　　　　　　所在地

　　　　　　名　称

　　　　　　代表者　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　（構成企業）

所在地

　　　　　　名　称

　　　　　　代表者　　　　　　　　　　　　　　　　
所在地

　　　　　　名　称

　　　　　　代表者　　　　　　　　　　　　　　　　
所在地

　　　　　　名　称

　　　　　　代表者　　　　　　　　　　　　　　　　
【様式９】
「令和４年度　県内宿泊等促進キャンペーン」（OTA販売用）業務委託
公募型プロポーザル方式受託者募集　質問票
　　　年　　　月　　　日　
奈良県知事　殿
所在地　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

商号又は名称　　　　　　　　　　　　　　　　

代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　eq \o\ac(○,印)
「令和４年度　県内宿泊等促進キャンペーン」（OTA販売用）業務委託仕様書及び募集要項について、下記の事項を質問いたします。
記
	質問日付
	

	会社名
	

	担当者名
	

	連絡先
	

	ご質問項目

	（※適宜見出し等を付けてください）

	ご質問内容

	


※　令和４年４月１１日(月)　午後４時締切
FAXにて本様式を送信後、必ず電話にて連絡をお願いします。

《送付先》

奈良県観光局ならの観光力向上課　観光戦略・宿泊力向上係
ＴＥＬ：０７４２－２７－８４３５　　ＦＡＸ：０７４２－２７－１０６５　　

